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第１ 経営形態の議論の留意点と概要
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～単なる経営形態ではなく設置主体、経営単位も含めた経営システムとしての議論の必要性～

平成31年1月15日



１ 経営形態に関する議論の留意点

（４） 設置主体、経営単位及び経営形態の選択肢で考えれば、形式的には、北部基幹病院の経営
システムとして、１８パターンの組合せが考えられる。

しかし、実質的に議論すべき経営システムは・・・

（１） 経営形態に関する議論は、一般論としてではなく、北部基幹病院に特化した具体的な議論を行う
必要がある。

（２） そして、それは、北部基幹病院の整備後に、いかにすれば基幹病院としての機能を安定的かつ
持続的に提供（医師確保）していくことができるのか、また、いかにすれば「経営の好循環」を達成
することが可能なのか、という観点を踏まえたものでなければならない。

（３） したがって、北部基幹病院については、「地方公営企業」、「地方独立行政法人」又は「指定管理」
といった単なる経営形態の問題ではなく、「設置主体」、「経営単位」も含めた経営システムの問題と
して議論する必要がある。

2

経営形態

× × ＝ 18パターン

設置主体

県

県＋北部１２市町村

北部１２市町村

経営単位

北部単独

県立全体
地方公営企業

地方独立行政法人

指定管理

経
営
シ
ス
テ
ム
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２ 実質的に議論すべき経営システム

北部基幹病院の経営
システムとして実質的に
議論すべきは、 ～
である。

設置主体 経営単位 経営形態

県

県
＋

北部12
市町村

北部12
市町村

北部単独

県立全体

地方公営企業

地方独立行政法人

指定管理

北部単独

県立全体

北部単独

県立全体

地方公営企業

地方独立行政法人

指定管理

地方公営企業

地方独立行政法人

指定管理

地方公営企業

地方独立行政法人

指定管理

地方公営企業

地方独立行政法人

指定管理

地方公営企業

地方独立行政法人

指定管理

不可。県立病院を複数の経営
組織又は北部だけを他の県
立病院と異なる経営形態で運
営することは非効率的。

不可。北部12市町村が、北部
以外の県立病院の経営に関
与する必然性はない。

不可。県立病院全体の指定
管理は事実上不可能。
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論外。北部12市町村が、県立
北部病院以外の県立病院の
設置主体になる必然性はない。
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８１



設置
主体

経営
単位

経営
形態

県

県
+

北部12
市町村

北部12
市町村

県立
全体

北部
単独

北部
単独

公営企業

地方独法

公営企業

地方独法

指定管理

公営企業

地方独法

指定管理

説明

知事が任命した公営企業の管理者が、自治法、地公法、公企法等の下、経営全般に関する
広範かつ包括的な権限を基に病院を経営

北部12市町村で組織する一部事務組合が同組合の議会の議決を経て指定した医師会病院
が、同組合の管理者と医師会病院との間で締結した協定を踏まえ、医師会病院がこれまで培っ
てきた独自のノウハウを用いて病院を経営

4

企業団(一部事務組合)を組織する県及び北部12市町村の長が共同して任命した企業長が、
自治法、地公法、公企法等の下、経営全般に関する広範かつ包括的な権限を基に病院を経営

県及び北部12市町村で組織する一部事務組合の管理者が任命した理事長（病院長を兼務）
が、同組合の議会の議決を経て定めた中期目標に沿って、業務全般に関する最終的な決定権
及び責任をもって病院を経営

県及び北部12市町村で組織する一部事務組合が同組合の議会の議決を経て指定した北部
基幹病院を運営するために設立された財団法人が、同組合の管理者と指定管理者との間で締
結した協定を踏まえ、独自のノウハウを用いて病院を経営

企業団（一部事務組合）を組織する北部12市町村の長が共同して任命した企業長が、自治法、
地公法、公企法等の下、経営全般に関する広範かつ包括的な権限を基に病院を経営

北部12市町村で組織する一部事務組合の管理者が任命した理事長（病院長を兼務）が、同
組合の議会の議決を経て定めた中期目標に沿って、業務全般に関する最終的な決定権及び
責任をもって病院を経営

知事が任命した地方独立行政法人の理事長が、議会の議決を経て定めた中期目標に沿って、
業務全般に関する最終的な決定権及び責任をもって病院を経営
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３ 経営システムの概要
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第２ ８つの経営システムの比較
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第２－１ 経営システムと病院経営

6

平成31年1月15日

～北部基幹病院整備後の病院経営～

【論点１】 経営の自由度

【論点２】 経営の迅速性

【論点３】 経営の健全性

【論点４】 経営の安定性（不採算医療の提供）



病院経営とは、

病院事業の目的を達成するために、

継続的、計画的に意思決定を行って、それを実行に移し、

事業を管理・遂行することである。

特に、労働集約型産業である病院事業にとって、

職員の採用及び配置、また、

高額な医療機器の購入などの投資の可否の判断

が重要な要素となる。

病院経営とは・・・？

7
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北部基幹病院における経営の好循環

8

平成31年1月15日

投資（人・物）

医療機能の
向上

患者の満足

連携先の
満足

紹介

患者の増加

利益の創出

地域連携の
強化

勤務環境及
び勤務条件

の改善
職員の満足

借入金
の返済



設置
主体

経営
単位

経営
形態

県

県
+

北部12
市町村

北部12
市町村

県立
全体

北部
単独

北部
単独

公営企業

地方独法

公営企業

地方独法

指定管理

公営企業

地方独法

指定管理

説明

財政負担、投資、人事 ⇒ 管理者・関係部局と要調整
その際、県立病院間、部局間の権衡を強く求められる。

指定管理料、投資 ⇒ 一部事務組合の管理者と要調整

その際、投資については、市町村の財政状況が考慮される。

9

財政負担、投資、人事 ⇒ 企業長と要調整
その際、県立病院との権衡を求められる。

財政負担、投資 ⇒ 一部事務組合の管理者と要調整 (病院長＝理事長⇒人事の調整不要)
その際、県立病院との権衡を求められる。

指定管理料、投資 ⇒ 一部事務組合の管理者と要調整
その際、投資については、県及び市町村の財政状況が考慮される。

財政負担、投資、人事 ⇒ 企業長と要調整
その際、市町村の財政状況が考慮される。

財政負担、投資 ⇒ 一部事務組合の管理者と要調整 (病院長＝理事長⇒人事の調整不要)

その際、市町村の財政状況が考慮される。

財政負担、投資 ⇒ 理事長・関係部局と要調整 人事 ⇒ 理事長と要調整
その際、県立病院間、部局間の権衡を強く求められる。
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【論点１】 経営の自由度

現場の責任者である病院長にとって自由度が高い経営システムとは？

病
院
長
は
、
原
則
と
し
て
自
ら
の
権
限
と
責
任
に
お
い
て
病
院
を
経
営



設置
主体

経営
単位

経営
形態

県

県
+

北部12
市町村

北部12
市町村

県立
全体

北部
単独

北部
単独

公営企業

地方独法

公営企業

地方独法

指定管理

公営企業

地方独法

指定管理

説明
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【論点２】 経営の迅速性

重要な経営上の意思決定及びその実行が迅速に行える経営システムは？

公企法等の適用なし
地独法の適用あり

自治法の職員定数や地公法の任用の概念にとら
われない。ただし、職員の雇用について、中期計
画に定めた人件費の見積額による制約を受ける

経営環境の変化に
迅速に対応可能

自治法、地公法、
公企法の適用あり

労働集約型産業である病院経営の重要な要素で
ある職員定数、任用の手続が煩雑

経営環境の変化に
迅速な対応が困難

自治法等の適用なし
地独法の適用あり

自治法の職員定数や地公法の任用の概念にとら
われない。ただし、職員の雇用について、中期計
画に定めた人件費の見積額による制約を受ける

経営環境の変化に
迅速に対応可能

自治法等の適用なし
地独法の適用あり

自治法の職員定数や地公法の任用の概念にとら
われない。ただし、職員の雇用について、中期計
画に定めた人件費の見積額による制約を受ける

経営環境の変化に
迅速に対応可能

自治法、地公法、
公企法の適用あり

労働集約型産業である病院経営の重要な要素で
ある職員定数、任用の手続が煩雑

経営環境の変化に
迅速な対応が困難

自治法、地公法、
公企法の適用あり

労働集約型産業である病院経営の重要な要素で
ある職員定数、任用の手続が煩雑

経営環境の変化に
迅速な対応が困難

自治法等の適用なし
地独法の適用なし

自治法の職員定数や地公法の任用の概念にとら
われず、地独法のような制約もない

経営環境の変化に
より迅速に対応可能

自治法等の適用なし
地独法の適用なし

自治法の職員定数や地公法の任用の概念にとら
われず、地独法のような制約もない

経営環境の変化に
より迅速に対応可能



設置
主体

経営
単位

経営
形態

県

県
+

北部12
市町村

北部12
市町村

県立
全体

北部
単独

北部
単独

公営企業

地方独法

公営企業

地方独法

指定管理

公営企業

地方独法

指定管理

説明
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【論点３】 経営の健全性

基幹病院整備後に健全な病院経営が行える経営システムは？

高コスト体質の継続

高コスト体質の回避 健全な経営が可能

健全な経営が困難

県が設置主体に入る

県の
給与制度
給与水準
の導入

指定管理者が財団

又は

県が設置主体でない

医師会病院の給与制度
給与水準の導入



設置
主体

経営
単位

経営
形態

県

県
+

北部12
市町村

北部12
市町村

県立
全体

北部
単独

北部
単独

公営企業

地方独法

公営企業

地方独法

指定管理

公営企業

地方独法

指定管理

説明
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【論点４】 経営の安定性

不採算医療を安定的に提供するための経営システムは？

cf. 健全な経営が可能（前頁）

【参考】 県一般会計繰出金の状況
平成30年度 88億円
平成29年度 76億円
平成28年度 71億円

不採算医療に要する経費は、繰出
金又は運営費交付金として県が全額
負担

不採算医療に要する経費は、繰出
金、運営費交付金又は指定管理料と
して北部12市町村が全額負担

不採算医療に要する経費は、繰出
金、運営費交付金又は指定管理料と
して県及び北部12市町村が折半して
負担

設置主体に県が参画

不採算医療の提供に関し
安定的な財政支援が期待できる

設置主体に県は参画しない
北部12市町村だけの構成

不採算医療の提供に関する
財政支援は比較的脆弱



第２－２ 経営システムと医師確保

13

【論点１】 琉球大学医学部地域枠医師の派遣の場合

【論点２】 医師派遣推進事業の派遣の場合

【論点３】 医学臨床研修事業の派遣の場合

【論点４】 県立病院医師派遣補助事業の派遣の場合

【論点５】 県立病院間の人事異動による確保の場合

～経営形態の違いは医師確保に影響を与えるか？～

平成31年1月15日



設置
主体

経営
単位

経営
形態

県

県
+

北部12
市町村

北部12
市町村

県立
全体

北部
単独

北部
単独

公営企業

地方独法

公営企業

地方独法

指定管理

公営企業

地方独法

指定管理

説明
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【論点１】 琉球大学医学部地域枠医師の派遣の場合

経営形態の違いは、琉球大学医学部地域枠医師の派遣に影響を与えるか？

14

■琉大医学部地域枠医師
（１）目的 医師の地域偏在の解消
（２）始期 平成21年度～
（３）定員 17人（離島・北部枠３人）
（４）事業費（H30） 132,870千円
（５）下記の指定医療機関に４年間勤務

県立北部病院
北部地区医師会病院
公立久米島病院
県立宮古病院
県立八重山病院
県立16離島診療所
伊江村立診療所
竹富町立竹富診療所
竹富町立黒島診療所
与那国町立与那国診療所

（６）派遣医師数（見込み）
H32～H35 ７～31人
H36～H40 43～63人
H41～ 68人

※財源：沖縄県地域医療介護総合確保基金

結論

経営形態、
経営システム
の違いによる
影響はない

＝

地域医療対策協議
会の協議を経て、
県が派遣先を決定

医師の地域偏在、
診療科偏在の解消
の観点から派遣先
を検討



設置
主体

経営
単位

経営
形態

県

県
+

北部12
市町村

北部12
市町村

県立
全体

北部
単独

北部
単独

公営企業

地方独法

公営企業

地方独法

指定管理

公営企業

地方独法

指定管理
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【論点２】 医師派遣推進事業の派遣の場合

経営形態の違いは、医師派遣推進事業による医師の派遣に影響を与えるか？

15

■医師派遣推進事業
（１）概要 派遣元医療機関の逸失利益（750万円）を補助すること

により、北部及び離島の医療機関へ医師を派遣
（２）派遣元への交付金額（H28～H30）

県立北部病院分 109,138千円
医師会病院分 256,569千円 計365,707千円

（３）派遣医師数（H28～H30）
県立北部病院 計 18.3人 内科 １人

神経内科 0.2人
泌尿器科 ３人
産婦人科 １人
眼科 0.1人
耳鼻咽喉科 １人
放射線科 ３人
病理診断科 ３人
麻酔科 ６人

医師会病院 計 45.2人 内科 22人
外科 16人
整形外科 0.2人
皮膚科 ２人
病理診断科 ３人
麻酔科 ２人

※財源：沖縄県地域医療介護総合確保基金

結論

経営形態、
経営システム
の違いによる
影響はない
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経営
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２
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４

５

６

７

８

平成31年1月15日

■医学臨床研修事業
（１）概要 県立病院で離島・へき

地に勤務する医師を
養成し、専門研修の
一環として指導・支援
体制がある県立病院
へ １年間派遣

（２）始期 昭和42年度～
（３）事業費（H28～H30）

320,200千円（北部のみ）
（４）派遣医師数（H28～H30）

計 28人 内科 ９人
外科 ４人
整形外科 １人
形成外科 １人
小児科 ８人
救急科 ２人
プライマリ １人
診療所 ２人

※財源
①沖縄振興特別推進交付金
②沖縄県北部地域及び離島緊急医師確保

対策基金

16

当該事業は派遣対象医
療機関を県立病院に限定

【論点３】 医学臨床研修事業の派遣の場合

経営形態の違いは、医学臨床研修事業による医師の派遣に影響を与えるか？

派遣可

経営形態ではなく、設
置主体の違いにより影響
を受ける

派遣不可

１
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■県立病院医師派遣補助事業
（１）概要 一括交付金により北部

及び離島の県立病院等
に医師を派遣する事業

（２）始期 平成24年度～
（３）事業費（H28～H30）

246,132千円（北部のみ）
（４）派遣医師数（H28～H30）

計 16人 消化器内科 ３人
外科 ３人
整形外科 ４人
産婦人科 ４人
救急科 ２人

※財源
①沖縄振興特別推進交付金
②沖縄県北部地域及び離島緊急医師確保

対策基金
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【論点４】 県立病院医師派遣補助事業の派遣の場合

経営形態の違いは、県立病院医師派遣補助事業による医師の派遣に影響を与えるか？

経営形態ではなく、設
置主体の違いにより影響
を受ける

当該事業は一括交付金
を財源として実施されて
いる病院事業局の独自の
事業である

派遣可

派遣不可

したがって、当該事業
の派遣対象医療機関は、
県立病院に限られる。
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【論点５】 県立病院間の人事異動の場合

経営形態の違いは、県立病院間の人事異動による医師の確保に影響を与えるか？

18

基幹病院が県立病院の場合、
診療科の医師に欠員が生じた
場合、県立病院間の定期人事
異動により医師を確保すること
が可能。

【例】 年間２～３名配置
副院長
精神科
リウマチ科
小児科
総合診療科

人事異動に
よる医師確保
が可能。

経営形態ではなく、設
置主体の違いにより影響
を受ける

県立病院間の人事異動
は、病院事業局内におけ
る人事調整によるもの 人事異動に

よる医師確保
は困難。

ただし、派
遣による医師
の確保は可能。

この場合で
も、県立病院
とは異なる組
織のため優先
度は低下。



【論点１】 基幹病院設立時の看護師の確保

【論点２】 県及び市町村の財政負担 イニシャルコスト

【論点３】 県及び市町村の財政負担 ランニングコスト

【論点４】 雇用問題

【論点５】 県立北部病院及び医師会病院の資産及び負債の取扱い

第２－３ その他

平成31年1月15日
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【論点１】 基幹病院設立時の看護師の確保

基幹病院設立時に必要な看護師を確保することができるか？

20

450床規模の基幹病院を整備

500人程度の看護師を確保す
る必要がある。

【参考】看護師数(Ｈ29）
県立北部病院 269人
医師会病院 265人
合計 534人

県立病院又は県が関与する公立病院

県の関与が薄れた公立病院
又は

県が関与しない公立病院

必要な看護師数を確保できない可能性がある

県の勤務条件（給与水準）が導入

県立北部病院の看護師を基幹病院へ配置

円滑な人事異動

必要な看護師数の確保

医師会病院の勤務条件（給与水準）が導入

県立北部病院の看護師の派遣は困難
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【論点２】 県及び市町村の財政負担 イニシャルコスト

基幹病院の整備費用の負担

県と北部12市町村が基幹病院の整備費用を折半して負担
【参考】
沖縄県離島医療組合 県９：町１
長崎県病院企業団 県５：市町５

原則として北部12市町村が基幹病院の整備
費用の全額を負担

県

整備に係る借入金
の償還金の２分の１
程度を補助

21

原則として県が基幹病院の整備
費用の全額を負担

北部12市町村は受益の限度に
おいて整備費用の一部を負担
（注）負担の有無、割合は今後の協議事項

＋
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【論点３】 県及び市町村の財政負担 ランニングコスト

不採算医療の提供及び経営悪化により生じた資金不足に対する負担

県が全額負担

県と北部12市町村が折半して負担
【参考】
沖縄県離島医療組合 県８：町２
長崎県病院企業団 県５：市町５

北部12市町村が全額負担
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【論点４】 雇用問題

医師会病院の職員(主として事務職員)を、北部基幹病院の正職員として採用することが可能か？

県の
給与制度
給与水準
を導入

コスト削減のための
委託化が必要

医師会病院の全ての
正職員（主として事務職）
を基幹病院の正職員とし
て採用することは不可能

医師会病院の
給与制度
給与水準
を導入

コスト削減のための
委託化は不要

医師会病院の全ての
正職員（主として事務職）
を基幹病院の正職員とし
て採用することは可能
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【論点５】

県立北部病院及び医師会病院の資産及び負債の取扱い

医師会病院の資産及び負債

24

統合により医師会病院は消滅

基幹病院は県立病院

経営形態、設置主体、経営システム
に関係なく基幹病院に

引き継がなければならない

基幹病院に承継

基幹病院は県の関与が薄れた公立病院
又は

基幹病院は北部12市町村が設立する
公立病院

基幹病院に引き継がない
※ただし、資産の一部は負債とセットで承継する場合も有

基幹病院は県が関与する公立病院

基幹病院に引き継ぐ

県の病院事業として継続

県は基幹病院の経営に関与しない

県立病院ではないが、
県は基幹病院の経営に関与



第３ まとめ

平成31年1月15日
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平成31年1月15日

１ 病院経営

経営の自由度、迅
速性、健全性及び安
定性を確立できるか
否かは、経営形態だ
けでなく、設置主体、
経営単位により規定。

（１）経営の自由度を重視

（２）経営の迅速性を重視

（４）経営の安定性を重視

ア 設置主体、経営単位がポイント。

イ 県が設置主体に参画しない場
合、病院長の経営の自由度が高
まる。

ウ 北部単独の場合、病院長の経
営の自由度が高まる。

ア 経営形態がポイント。

イ 指定管理、地方独法、公営企
業の順で経営の迅速性が低下。

ア 設置主体がポイント。

イ 県が設置主体に参画すること
で経営の安定性が高まる。

（３）経営の健全性を重視

ア 設置主体がポイント。

イ 指定管理者が財団の場合又は
県が設置主体に参画しない場合、
経営の健全性が高まる。
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平成31年1月15日

経営形態ではなく設
置主体により影響を
受ける

２ 医師確保

医師確保に
ついては、経
営形態、経営
システムによ
り影響を受け
るものと受け
ないものがあ
る

・琉球大学医学部地域枠医師による医師の派遣
・医師派遣推進事業による医師の派遣

どのような経営形態
でも、これらの事業に
よる派遣は可能

・医学臨床研修事業による医師の派遣
・県立病院医師派遣補助事業による医師の派遣
・県立病院間の人事異動による医師の確保

県立病院に限定

設置主体に県が参
画しない場合、これら
の事業による医師の
派遣、確保は困難

経営形態による影響
はない

⇒
⇒

⇒
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３ 基幹病
院設立時
の看護師
確保

給与水準の
問題が影響

設置主体
に県が参画
するか否か
がポイント

・設置主体に県が参画（５の場合を除く）
⇒県の給与水準が導入
⇒県立北部病院の看護師の移管の円滑化
⇒設立時に必要な看護師の確保は可能

※ただし、経営の健全性は低下

４ イニシャルコスト
経営形態による

大きな影響はない

設置主体を県だけにした方が市町村の負担は抑
制できる。

ただし、この場合でも北部１２市町村が負担するの
か、また、仮に負担する場合、その負担割合をどの
程度とするのかは、今後の協議事項。

５ ランニングコスト
経営形態の問題

ではなく設置主体
の問題

市町村は設置主体に参画しなければ、ランニング
コストの負担を回避できる。
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６ 医師会病院の正
職員（主として事務
職員）の雇用問題

給与水準が
ポイント

経営形態の問題と
いうよりも設置主体
の問題

指定管理者が財団
又は

県が設置主体に
参画しない

医師会病院の
給与水準の導入

医師会病院の全ての正職員（主として事務
職員）を基幹病院の正職員として採用すること
が可能

コスト削減のための
委託化は不要


